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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第88期中 第89期中 第90期中 第88期 第89期

会計期間

自 2018年
　 ４月１日
至 2018年
　 ９月30日

自 2019年
　 ４月１日
至 2019年
　 ９月30日

自 2020年
　 ４月１日
至 2020年
　 ９月30日

自 2018年
　 ４月１日
至 2019年
　 ３月31日

自 2019年
　 ４月１日
至 2020年
　 ３月31日

売上高 （千円） 2,983,303 3,086,312 2,415,880 6,440,196 6,346,741

経常利益又は経常損失（△） （千円） 110,505 90,832 △208,716 326,067 140,965

親会社株主に帰属する中間

(当期)純利益又は親会社株主

に帰属する中間純損失（△）

（千円） 58,152 65,174 △208,373 201,831 91,671

中間包括利益又は包括利益 （千円） 93,836 △3,552 △106,339 64,731 △16,998

純資産額 （千円） 7,652,878 7,584,221 7,428,330 7,623,773 7,570,669

総資産額 （千円） 9,121,728 9,118,484 9,230,264 9,242,939 9,570,951

１株当たり純資産額 （円） 1,048,660.57 1,040,742.23 1,020,696.68 1,044,979.18 1,039,964.88

１株当たり中間（当期）純利

益又は1株当たり中間純損失

（△）

（円） 8,076.64 9,051.91 △28,940.77 28,032.12 12,732.14

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 82.8 82.2 79.6 81.4 78.2

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △69,266 468,937 250,144 161,573 700,600

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △220,922 △100,080 45,352 △234,428 △1,064,824

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △41,036 △40,063 △60,063 △45,099 495,768

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高
（千円） 2,311,716 2,853,779 2,891,961 2,524,985 2,656,529

従業員数 （人） 203 197 198 204 201

（注）　１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれていない。

２．第88期中、第89期中、第88期及び第89期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在

株式が存在しないため記載していない。

　　　　　　第89期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、1株当たり中間純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載していない。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第88期中 第89期中 第90期中 第88期 第89期

会計期間

自 2018年
　 ４月１日
至 2018年
　 ９月30日

自 2019年
　 ４月１日
至 2019年
　 ９月30日

自 2020年
　 ４月１日
至 2020年
　 ９月30日

自 2018年
　 ４月１日
至 2019年
　 ３月31日

自 2019年
　 ４月１日
至 2020年
　 ３月31日

売上高 （千円） 2,621,525 2,588,561 2,073,239 5,553,032 5,417,333

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） 151,301 108,121 △191,815 365,347 171,140

中間（当期）純利益又は

中間純損失（△）
（千円） 103,366 71,789 △194,954 245,086 104,278

資本金 （千円） 360,000 360,000 360,000 360,000 360,000

発行済株式総数 （株） 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

純資産額 （千円） 7,319,704 7,268,347 7,150,432 7,292,038 7,277,245

総資産額 （千円） 8,526,309 8,526,483 8,731,173 8,511,116 8,969,378

１株当たり配当額 （円） － － － 5,000 5,000

自己資本比率 （％） 85.8 85.2 81.9 85.7 81.1

従業員数 （人） 115 112 114 113 115

（注）　売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれていない。

 

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社をいう。以下同じ)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はない。また主要な関係会社についても異動はない。

 

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

2020年９月30日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

放送事業 176

機器販売業 22

合計 198

　（注）従業員数は就業人員である。

(2）提出会社の状況
2020年９月30日現在

 

セグメントの名称 従業員数（人）

放送事業 114

機器販売業 －

合計 114

　（注）従業員数は就業人員である。

(3）労働組合の状況

　労働組合との間に現在特記すべき事項はない。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　中期経営計画（BEYOND南海）を推進する。「現状維持や過去の前例に甘んじることなく、常に問題意識を抱き続

け、先にある夢や理想郷、希望を掴むため、さらに成長していこう」というスローガンの中、『情報欲に寄り添う

コンテンツ創出』、『徹底した地域密着の実現』、『個人の意識改革と企業の風土改革』の3つの目標達成を目指

す。「収益改革」によって経営基盤を強化し、地域に密着した制作力・営業・技術力を発揮しうる企業像を追い求

めていく。放送業では、個人とコアターゲットを強く意識した編成力・制作力・広報力を発揮するとともに、高品

質なコンテンツを創出し、最も信頼される放送局として飛躍を図る。また、スポンサーニーズを敏感に読み取りな

がら、地域に根差した満足度の高い番組・イベント制作を行う。

　一方で健康経営をさらに推し進め、地域のリーディングメディアグループであり続けるために、グループ全役

員・従業員が一体となって新たな企業ブランドの創造と事業の展開に取り組む。

 

(2）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において新たに発生した優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題は次のとおりである。

　新型コロナウイルス感染症による急激な売上の落ち込みとなっている中、財務基盤の安定化を図る。放送事業に

おいては広告収入と放送連動イベントが収入の柱であるが、新型コロナウイルス感染症の影響で急激に広告市場が

縮小、イベント等も中止を余儀なくされている。厳しい経営環境に対応するため経費削減の徹底はもとより、ラジ

オ・テレビとも収益率の高いスポット重視の営業展開や良質な放送外事業を手掛けるなど、売上の増収に全力を挙

げて取り組む。また、デジタル放送の特性を活かした番組制作やＷＥＢ関連動画作成などクロスメディアをいっそ

う推進する。一方で、新型コロナウイルス対応でのテレワーク等を含めた体制の変更など、感染防止とグループ企

業においての業務改善を一層推し進める。

 

 

２【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はないものの、新型コロナウイルス感染症については終息する兆しが見えないた

め、経営成績に影響を及ぼしている。

 

　当社グループでは、放送事業、機器販売業とも事業活動を行う上で社外活動も不可欠である。新型コロナウイルス

感染症の感染拡大の状況を注視しながら、従業員は在宅勤務やグループ分けを行ったうえで分散出社や計画休業など

を実施した。提出会社においては、社内に新型コロナウイルス感染症対策本部を設置し、グループ各社・支社・支局

も含め、放送系列各社とも連携をとり、感染拡大阻止に取り組んでいる。

　放送イベントや文化事業イベントも当中間連結会計期間はほとんど中止となったが、国や県の方針に従い十分な感

染対策を行いながら一部再開させている。放送広告収入については、かなり回復基調にあるものの以前の水準には

戻っていない。

　なお、新型コロナウイルス感染症の流行の終息時期が見えないため経営成績に与える影響額を具体的に見積もるこ

とは困難であるが、当中間連結会計期間に収支計画を大きく修正を行ない計画の達成を目指す。

　放送事業においては、自治体の新型コロナウイルス感染症の経済落ち込みに対処するイベントや放送素材の二次利

用によるＷＥＢ動画作成など、新たな収入源の確保を行う。また、大きく落ち込んだ放送スポット収入の回復に向

け、ブラインド企業の調査や新規開拓など、感染対策を行いながらピンポイントで収入の確保に向けた作業に取り組

んでいる。

　機器販売業においては、前連結会計年度末に建設資材の物流遅れ等による工期延期などがあったものの、現在は解

消されており、新型コロナウイルス感染症が営業成績に与える影響はほとんどなくなっている。

 

EDINET提出書類

南海放送株式会社(E04389)

半期報告書

 4/43



３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

　　当中間連結会計期間における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・

　フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりである。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当社グループの当中間連結会計期間末の財政状態は、資産合計は前連結会計年度末に比べ320,687千円減少し

9,230,264千円ととなり、負債合計は前連結会計年度に比べ198,347千円減少し1,801,934千円、純資産合計は

142,339千円減少し7,428,330千円となった。

　当社グループにおいて、地上波テレビ放送とラジオ放送収入は、もともと縮小傾向であったものの、新型コロナ

ウイルス感染症の影響を大きく受けて減少した。

　この結果、当中間連結会計期間の経営成績は、売上高2,415,880千円（前年同期比21.7％減）、営業損失263,380

千円（前年同期56,704千円の営業利益）、経常損失208,716千円（前年同期90,832千円の経常利益）、親会社株主

に帰属する中間純損失208,373千円（前年同期65,174千円の親会社株主に帰属する中間純利益）となった。

 

　セグメントごとの経営成績は次のとおりである。

 

　放送事業

　放送事業は、主な収入である放送収入は新型コロナウイルス感染症の影響を受けてテレビ・ラジオとも減少し

た。放送事業全体の外部顧客への売上高は2,132,696千円と前中間連結会計期間に比べ519,213千円の減収（前年同

期比19.6％減）となった。費用面では、放送関連イベントの中止や放送広告収入の減少により営業費用は前中間連

結会計期間に比べ191,339千円減少し2,383,115千円（前年同期比7.4％減）となった。この結果、営業損失は

250,419千円（前年同期は78,155千円の営業利益）となった。

 

　機器販売業

　機器販売業は、当中間連結会計期間は、新型コロナウイルス感染症の影響による工期遅延があったものの、営業

収入への影響は少なかった。大型工事物件がなく、中小物件の積み上げが中心となったため、前中間連結会計期間

に比べ151,219千円の減収（前年同期比34.8％減）で、外部顧客への売上高は283,184千円となった。営業損失は

13,161千円（前年同期比36.1％減）となった。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間末に比べ

38,182千円（前年同期比1.3％増）増加し、2,891,961千円となった。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は、250,144千円（前中間連結会計期間は468,937千円の獲得）となった。これ

は、税金等調整前中間純損失207,810千円（前中間連結会計期間は92,996千円の税金等調整前中間純利益）及

び減価償却費239,321千円（前中間連結会計期間は165,607千円）であったものの、売上債権の減少額399,874

千円（前中間連結会計期間は266,905千円の減少）及びたな卸資産の増加額7,759千円（前中間連結会計期間は

77,962千円の減少）等によるものである。

 

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果獲得した資金は、45,352千円（前中間連結会計期間は100,080千円の使用）となった。これ

は主に有形固定資産の取得による支出が69,541千円あったこと（前中間連結会計期間は82,718千円の支出）、

補助金受取による収入が62,156千円あったこと（前中間連結会計期間はなし）及び、投資有価証券の売却によ

る収入が20,000千円あったこと（前中間連結会計期間はなし）等によるものである。

 

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、60,063千円（前中間連結会計期間は40,063千円の使用）となった。これは

主に長期借入れによる収入が40,000千円あったこと、長期借入金の返済による支出が60,000千円あったことや

配当の支払いが36,000千円あったこと等によるものである。
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③生産、受注及び販売の実績

a.生産実績

　当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）は、放送事業及び機器販売業を行っているため、生産活動は

行っていない。
 
b.受注実績

　当社グループは、放送事業等の役務の提供を主体とする事業を行っているため、受注の実績については記載を省

　略している。
 
c.販売実績

　当中間連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称 金額 前年同期比（％）

放送事業（千円） 2,132,696 80.4

機器販売業（千円） 283,184 65.2

　　　　合計（千円） 2,415,880 78.3

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。

　　　　２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。

相手先

前中間連結会計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日本テレビ放送網㈱ 653,833 21.2 642,572 26.6

㈱電通 436,179 14.1 306,859 12.7

㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズ 284,871 9.2 233,293 9.6

(注）上表の金額には、消費税等は含まれていない。

 

 

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりである。

　　なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間末現在において判断したものである。

 

①当中間連結会計期間の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　当社グループの当中間連結会計期間末の財政状態は、資産合計は前連結会計年度末に比べ320,687千円減少し

9,230,264千円ととなり、負債合計は前連結会計年度に比べ198,347千円減少し1,801,934千円、純資産合計は

142,339千円減少し7,428,330千円となった。

　当社グループの当中間連結会計期間の経営成績等は、売上高2,415,880千円（前年同期比21.7％減）、営業損

失263,380千円（前年同期は56,704千円の営業利益）、経常損失208,716千円（前年同期は経常利益90,832千

円）、親会社株主に帰属する中間純損失208,373千円（前年同期は65,174千円の親会社株主に帰属する中間純利

益）となった。

 

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因として、景気変動や視聴者の減少による広告収入の減少、

経済環境の変化に伴う年金資産の運用状況の変化、大型の設備投資などがある。

　景気変動については、新型コロナウイルス感染症や自然災害に伴う広告収入の影響は避けられない。企業の広

告費は、企業活動と消費者動向に大きく影響される。新型コロナウイルス感染症の影響で製品の生産能力の低下

や消費者マインドの冷え込みが継続すれば広告費の低迷は継続し経営成績に大きく影響する。また、確定給付企

業年金制度の年金資産の運用は安定性を最も重視しているが、株式や国債の運用状況によっては、退職給付費用

が大きく膨らみ営業費用の増大につながり、経営成績に影響を与える。大型の設備投資は、地上波テレビ放送の

中継機器等の更新に伴い減価償却費が増大し、経営成績に影響を与える。また、ネットなどの広告媒体の多様化

が進んであることもあり、総世帯視聴率も落ち込んでいる。企画提案力や番組制作力の強化に努めているが、ラ

ジオ・テレビの媒体価値が相対的に低下してしてくる可能性がある。

　視聴率の減少については、今後の人口減少や高齢化によって全国の中でのエリアパワーが低下することが予想

される。それに伴い、放送広告の地区投下量の減少傾向が継続されることが予想される。

EDINET提出書類

南海放送株式会社(E04389)

半期報告書

 6/43



 

　セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりである。

　放送事業は、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた。主な収入であるテレビ・ラジオの広告収入の

減少に加えて、放送関連イベントや大型文化事業催事が全く開催できない状況となり、外部顧客への売上は大き

く落ちた。外部顧客への売上高は2,132,696千円と前中間連結会計期間に比べ519,213千円の減収（前年同期比

19.6％減）となった。営業費用は、イベントの中止や放送広告収入の減少により前中間連結会計期間に比べ

191,339千円減少し2,383,115千円（前年同期比7.4％減）となった。この結果、営業損失は250,419千円（前年同

期は78,155千円の営業利益）となった。新型コロナウイルス感染症による経済環境の落ち込みの中、今後も現状

の営業収入が継続するとの認識のもとで、あらゆる固定費の削減を進めている。

 

　機器販売業は、当中間連結会計期間は、新型コロナウイルス感染症の影響による工期遅延があったものの、営

業収入への影響は少なかった。大型工事物件がなく、中小物件の積み上げが中心となったため、前中間連結会計

期間に比べ151,219千円の減収（前年同期比34.8％減）で、外部顧客への売上高は283,184千円となった。営業損

失は13,161千円（前年同期比36.1％減）となった。各工事の原価の低廉に努め、売上総利益の増加を最優先に取

り組んでいる。

 

②資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループの資本の財源及び資金の流動性については、事業活動の維持拡大に必要な資金を安定的に確保す

るため、内部資金の活用及び金融機関からの借入等により資金調達を行っている。

　中でも固定資産の調達において、大型設備の更新については自己資金及び金融機関からの借入れ、また補助金

による整備を行っている。

 

 

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

　析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はない。

 

 

 

 

４【経営上の重要な契約等】

　 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

５【研究開発活動】

　 当中間連結会計期間において、該当する事項はない。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はない。また、新たに

確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画もない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　　　　　　　　普通株式 10,000

計 10,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在

発行数（株）
（2020年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2020年12月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

　 普通株式 7,200 7,200 非上場

当社は単元株

制度を採用し

ていない。

計 7,200 7,200 － －

（注）当社の株式の譲渡または取得については、株主または取得者は、取締役会の承認を受けなければならない旨を

定款に定めている。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はない。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はない。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2020年４月１日～

2020年９月30日
－ 7,200 － 360,000 － －
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（５）【大株主の状況】

  2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己株
式を除く。）の総数
に対する所有株式数
の割合（％）

南海放送従業員持株会 愛媛県松山市本町１丁目１番１号 487 6.76

株式会社愛媛新聞社 愛媛県松山市大手町１丁目12番地１ 424 5.89

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番地１ 380 5.28

株式会社伊予銀行 愛媛県松山市南堀端町１番地 359 4.99

株式会社愛媛銀行 愛媛県松山市勝山町２丁目１番地 359 4.99

株式会社伊予鉄グループ 愛媛県松山市湊町４丁目４番地１ 346 4.81

伊予トータルサービス株式会社 愛媛県松山市大手町２丁目５番地41 300 4.17

井関農機株式会社 愛媛県松山市馬木町700番地 240 3.33

愛媛県 愛媛県松山市一番町４丁目４番２号 200 2.78

日本テレビ放送網株式会社 東京都港区東新橋１丁目６番地１ 200 2.78

計 － 3,295 45.76

 

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2020年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　7,197 7,197 －

端株 普通株式　　　3 － －

発行済株式総数 7,200 － －

総株主の議決権 － 7,197 －

 

②【自己株式等】

　　　　　該当事項はない。

 
 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）に基づいて作成している。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2020年４月１日から2020年９月

30日まで)の中間連結財務諸表及び中間会計期間(2020年４月１日から2020年９月30日まで)の中間財務諸表につい

て、池田公認会計士事務所による中間監査を受けている。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当中間連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※２ 3,152,039 ※２ 3,387,471

受取手形及び売掛金 1,533,150 1,133,275

たな卸資産 47,046 54,806

未収入金 18,206 9,413

その他 117,254 101,010

貸倒引当金 △2,775 △1,754

流動資産合計 4,864,920 4,684,222

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※２,※３ 1,036,298 ※２,※３ 993,260

機械装置及び運搬具（純額） ※２,※３ 1,083,091 ※２,※３ 896,916

工具、器具及び備品（純額） 77,647 73,917

土地 ※２ 785,833 ※２ 785,833

リース資産（純額） 3,691 2,707

有形固定資産合計 ※１ 2,986,560 ※１ 2,752,632

無形固定資産 98,423 86,342

投資その他の資産   

投資有価証券 1,297,990 1,431,655

退職給付に係る資産 191,174 178,393

長期貸付金 73,646 67,329

その他 79,646 50,146

貸倒引当金 △21,409 △20,456

投資その他の資産合計 1,621,048 1,707,068

固定資産合計 4,706,031 4,546,042

資産合計 9,570,951 9,230,264
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当中間連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 410,130 ※２ 309,388

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 120,000 ※２ 120,000

1年内償還予定の社債 6,000 6,000

リース債務 2,127 2,126

未払法人税等 85,771 7,013

賞与引当金 99,512 104,974

その他 394,148 ※５ 357,645

流動負債合計 1,117,687 907,146

固定負債   

長期借入金 ※２ 420,000 ※２ 400,000

社債 12,000 9,000

リース債務 1,860 797

繰延税金負債 272,896 315,315

役員退職慰労引当金 57,451 53,239

退職給付に係る負債 76,961 73,702

資産除去債務 23,430 23,688

その他 17,997 19,047

固定負債合計 882,594 894,787

負債合計 2,000,281 1,801,934

純資産の部   

株主資本   

資本金 360,000 360,000

利益剰余金 6,532,953 6,288,580

株主資本合計 6,892,953 6,648,580

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 594,794 700,437

その他の包括利益累計額合計 594,794 700,437

非支配株主持分 82,922 79,314

純資産合計 7,570,669 7,428,330

負債純資産合計 9,570,951 9,230,264
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間連結会計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 3,086,312 2,415,880

売上原価 1,562,430 1,331,219

売上総利益 1,523,882 1,084,661

販売費及び一般管理費 ※１ 1,467,179 ※１ 1,348,042

営業利益又は営業損失（△） 56,704 △263,380

営業外収益   

受取利息 999 578

受取配当金 21,263 21,133

受取賃貸料 6,267 5,057

受取保険金 1,471 806

雇用調整助成金 － 19,978

その他 5,120 9,166

営業外収益合計 35,120 56,718

営業外費用   

支払利息 704 1,960

賃貸収入原価 287 95

その他 0 0

営業外費用合計 991 2,054

経常利益又は経常損失（△） 90,832 △208,716

特別利益   

補助金収入 － 62,156

事業譲渡益 2,593 －

ゴルフ会員権売却益 50 －

特別利益合計 2,643 62,156

特別損失   

固定資産除却損 ※２ 479 ※２ 246

固定資産圧縮損 － 61,004

特別損失合計 479 61,250

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
92,996 △207,810

法人税、住民税及び事業税 51,196 8,582

法人税等調整額 △14,497 △3,608

法人税等合計 36,700 4,974

中間純利益又は中間純損失（△） 56,296 △212,784

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △8,878 △4,411

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
65,174 △208,373
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） 56,296 △212,784

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △59,848 106,445

その他の包括利益合計 △59,848 106,445

中間包括利益 △3,552 △106,339

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 5,494 △102,731

非支配株主に係る中間包括利益 △9,046 △3,608
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

     (単位：千円)

 株主資本
その他の包括
利益累計額

非支配株主持分 純資産合計

 資本金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

当期首残高 360,000 6,477,281 6,837,281 686,569 99,923 7,623,773

当中間期変動額       

剰余金の配当  △36,000 △36,000   △36,000

親会社株主に帰属する中間純利
益  65,174 65,174   65,174

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

   △59,680 △9,046 △68,726

当中間期変動額合計 － 29,174 29,174 △59,680 △9,046 △39,552

当中間期末残高 360,000 6,506,455 6,866,455 626,889 90,877 7,584,221

 

 

当中間連結会計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

     (単位：千円)

 株主資本
その他の包括
利益累計額

非支配株主持分 純資産合計

 資本金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

当期首残高 360,000 6,532,953 6,892,953 594,794 82,922 7,570,669

当中間期変動額       

剰余金の配当  △36,000 △36,000   △36,000

親会社株主に帰属する中間純損
失（△）

 △208,373 △208,373   △208,373

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

   105,643 △3,608 102,034

当中間期変動額合計 － △244,373 △244,373 105,643 △3,608 △142,339

当中間期末残高 360,000 6,288,580 6,648,580 700,437 79,314 7,428,330
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前中間連結会計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
92,996 △207,810

減価償却費 165,607 239,321

固定資産除却損 479 246

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,628 △1,973

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 25,529 12,781

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2,942 △3,259

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,911 △4,211

賞与引当金の増減額（△は減少） 12,276 5,461

受取利息及び受取配当金 △22,262 △21,711

支払利息 704 1,960

補助金収入 － △62,156

固定資産圧縮損 － 61,004

売上債権の増減額（△は増加） 266,905 399,874

たな卸資産の増減額（△は増加） 77,962 △7,759

仕入債務の増減額（△は減少） △46,130 △100,742

未払金の増減額（△は減少） △33,421 5,056

未払消費税等の増減額（△は減少） △26,280 36,375

その他 △95,473 △39,256

小計 422,116 313,199

利息及び配当金の受取額 22,262 21,711

利息の支払額 △704 △1,960

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 25,262 △82,807

営業活動によるキャッシュ・フロー 468,937 250,144

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △294,002 △248,500

定期預金の払戻による収入 273,485 277,000

有形固定資産の取得による支出 △82,718 △69,541

有形固定資産の売却による収入 913 －

無形固定資産の取得による支出 △850 △400

投資有価証券の取得による支出 △1,167 △1,191

投資有価証券の売却による収入 － 20,000

補助金受取による収入 － 62,156

その他 4,259 5,828

投資活動によるキャッシュ・フロー △100,080 45,352

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 40,000

長期借入金の返済による支出 － △60,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △958 △1,063

社債の償還による支出 △3,000 △3,000

配当金の支払額 △36,000 △36,000

非支配株主への配当金の支払額 △105 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △40,063 △60,063

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 328,794 235,432

現金及び現金同等物の期首残高 2,524,985 2,656,529

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,853,779 ※ 2,891,961
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【注記事項】

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数　3社

連結子会社の名称

南海放送音響照明株式会社

南海放送サービス株式会社

ＲＮＢコーポレーション株式会社

 

２．持分法の適用に関する事項

　　該当事項なし。

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　　すべての連結子会社の中間会計期間の末日は、中間連結決算日と一致している。

 

４．会計方針に関する事項

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平

均法により算定）を採用している。

時価のないもの

　総平均法による原価法を採用している。

②　たな卸資産

　主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用している。

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定率法を採用している。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用している。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物及び構築物      ５～50年

機械装置及び運搬具  ５～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用している。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいている。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

(ハ）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

②　賞与引当金

　従業員及び兼務役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当中間連結会計期間負

担額を計上している。

③　役員退職慰労引当金

　当社及び連結子会社では、役員の退職により支給する退職金に充てるため、役員退職慰労金支給規定による

当中間連結会計期間末要支給額を計上している。

(ニ）退職給付に係る会計処理の方法

　 当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付に係る退職給付費用の計算に、退職給付に係る

 期末要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用している。

(ホ）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　 手許現金、随時引き出し可能な現金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

　 しか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

(ヘ）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

　　 消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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（追加情報）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した、新型コロナウイルス感染症による当社グルー

プ事業への影響に関する仮定について重要な変更はない。

 

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当中間連結会計期間
（2020年９月30日）

8,295,235千円 8,110,735千円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　　　　担保に供している資産は、次のとおりである。

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当中間連結会計期間
（2020年９月30日）

現金及び預金 500千円 (　　　　　－千円) 500千円 (　　　　　－千円)

建物及び構築物 319,431 ( 　　319,431　　) 306,018 ( 　　306,018　　)

機械装置及び運搬具 929,728 ( 　　929,728　　) 805,101 ( 　　805,101　　)

土地 449,416 ( 　　449,416　　) 449,416 ( 　　449,416　　)

計 1,699,074 ( 　1,698,574　　) 1,561,036 ( 　1,560,536　　)

 
　　　　担保付債務は、次のとおりである。

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当中間連結会計期間
（2020年９月30日）

支払手形及び買掛金 308千円 (　　　　　－千円) 220千円 (　　　　　－千円)

1年内返済予定の長期借入金 120,000 ( 　　120,000　　) 120,000 ( 　　120,000　　)

長期借入金 420,000 ( 　　360,000　　) 360,000 ( 　　360,000　　)

計 540,308 ( 　　480,000　　) 480,220 ( 　　480,000　　)

　　上記のうち、（　）内書は工場財団抵当並びに当該債務を示している。

 

 

※３　圧縮記帳

　　取得価額から控除した圧縮記帳累計額は、次のとおりである。

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当中間連結会計期間
（2020年９月30日）

建物及び構築物 86,913千円 106,387千円

機械装置及び運搬具 340,186 381,717

計 427,100 488,104

 

 

　　４　当座貸越契約

　　　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結している。これらの契約

　　に基づく中間連結会計期間末日の借入未実行残高は次のとおりである。

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当中間連結会計期間
（2020年９月30日）

当座貸越契約の総額 600,000千円 600,000千円

借入実行残高 － －

差引額 600,000 600,000
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※５　消費税等の取扱い

　当中間連結会計期間において、仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため

流動負債の「その他」に含めて表示している。

 

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
　前中間連結会計期間
（自 2019年４月１日

　　至 2019年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2020年４月１日

　　至 2020年９月30日）

給料及び諸手当 268,419千円 282,022千円

賞与 24,993 32,454

賞与引当金繰入額 61,947 60,819

退職給付費用 52,408 104,396

代理店手数料 433,579 356,680

減価償却費 16,921 16,635

 

 

※２　固定資産除却損の内訳

 
前中間連結会計期間

（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

建物及び構築物 5千円 0千円

機械装置及び運搬具 － 0

工具、器具及び備品 0 0

ソウトウエア － 246

施設利用権 474 －

計 479 246
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

 1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株）
当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

 発行済株式     

 　　普通株式 7,200 － － 7,200

 　　　　　合計 7,200 － － 7,200

 自己株式     

 　　普通株式 － － － －

 　　　　　合計 － － － －

 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　該当事項はない。

 

 ３．配当に関する事項

 　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

 2019年６月26日

　定時株主総会
 普通株式 36,000 5,000  2019年３月31日  2019年６月27日

 

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

 1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株）
当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

 発行済株式     

 　　普通株式 7,200 － － 7,200

 　　　　　合計 7,200 － － 7,200

 自己株式     

 　　普通株式 － － － －

 　　　　　合計 － － － －

 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　該当事項はない。

 

 ３．配当に関する事項

 　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

 2020年６月29日

　定時株主総会
 普通株式 36,000 5,000  2020年３月31日  2020年６月30日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記

のとおりである。

 
前中間連結会計期間

（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

現金及び預金 3,349,289千円 3,387,471千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △495,510 △495,510

現金及び現金同等物 2,853,779 2,891,961

 

 

（リース取引関係）

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)リース資産の内容

 有形固定資産

  機械装置及び運搬具と工具、器具及び備品である。

 無形固定資産

 ソフトウエアである。

(2)リース資産の減価償却の方法

  中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(ロ）重要な減価償却

 資産の減価償却の方法」に記載のとおりである。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）

当中間連結会計期間

（2020年９月30日）

   １年内 6,381 12,761

   １年超 6,381 －

合計 12,761 12,761
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（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

る。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていない（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（2020年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 3,152,039 3,152,039 －

(2）受取手形及び売掛金 1,533,150 1,533,150 －

(3）投資有価証券 1,189,120 1,189,120 －

(4) 長期貸付金（1年内回収予定含む） 84,892   

　　　貸倒引当金（※1） △79   

 84,812 91,951 7,138

　資産計 5,959,121 5,966,259 7,138

(1）支払手形及び買掛金 410,130 410,130 －

(2) 長期借入金（1年内返済予定含む） 540,000 539,919 △81

　負債計 950,130 950,048 △81

　　　　（※1）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除している。

 

当中間連結会計期間（2020年９月30日）

 
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 3,387,471 3,387,471 －

(2）受取手形及び売掛金 1,133,275 1,133,275 －

(3）投資有価証券 1,342,784 1,342,784 －

(4）長期貸付金（1年内回収予定含む） 78,038   

　　　貸倒引当金（※1） △73   

 77,965 84,558 6,594

　資産計 5,941,496 5,948,089 6,594

(1）支払手形及び買掛金

(2) 長期借入金（1年内返済予定含む）

309,388

520,000

309,388

519,988

－

△12

　負債計 829,388 829,376 △12

　　　　（※1）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除している。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっている。

(3）投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっている。また、保有目的ごとの有価証券に関する

事項については、注記事項「有価証券関係」に記載のとおりである。

　(4）長期貸付金

　長期貸付金の時価については、契約期間に基づいて算出した将来キャッシュ・フローを対応するリスク

フリー・レートで割り引いた現在価値から貸倒見積額を控除した価額によっている。
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負　債

（1）支払手形及び買掛金

　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

　によっている。

（2）長期借入金

時価については、契約期間に基づいて算出した将来キャッシュ・フローに対応するリスクフリー・レー

トで割り引いた現在価値から貸倒見積額を控除した価額によっている。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当中間連結会計期間
（2020年９月30日）

非上場株式 108,870 88,870

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）

投資有価証券」には含めていない。

 

３．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれている。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがある。

 

 

 

（有価証券関係）

その他有価証券

　　前連結会計年度（2020年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 1,168,988 321,485 847,503

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,168,988 321,485 847,503

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 20,133 21,808 △1,675

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 20,133 21,808 △1,675

合計 1,189,120 343,293 845,827
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 　当中間連結会計期間（2020年９月30日）

 種類
中間連結貸借対照
表計上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

中間連結貸借対照表計上

額が取得原価を超えるも

の

(1）株式 1,342,784 344,484 998,300

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,342,784 344,484 998,300

中間連結貸借対照表計上

額が取得原価を超えない

もの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 1,342,784 344,484 998,300

 
 

（デリバティブ取引関係）

　　該当事項はない。

 

（資産除去債務関係）

　　　　資産除去債務のうち中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上しているもの

　　　　当該資産除去債務の総額の増減
 

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

期首残高 22,921千円 23,430千円

時の経過による調整額 509 257

中間期末（期末）残高 23,430 23,688

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものである。

当社グループは、県内地域での包括的な戦略のもと、当社に放送事業や文化事業及び広告宣伝制作等を

展開する本部を置き、機器販売業は、官公庁はじめ県内地域での事業活動を展開している。

したがって、当社グループは、放送部門を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、

「放送事業」及び「機器販売業」の２つを報告セグメントとしている。

「放送事業」は、テレビジョン・ラジオによる放送事業及びこれらの付帯事業を行っている。「機器販

売業」は、音響・映像機器販売、音響照明工事を行っている。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と概ね同一である。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいている。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
財務諸表
計上額
（注）２

 放送事業 機器販売業 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,651,909 434,403 3,086,312 － 3,086,312

セグメント間の内部売上高
又は振替高

700 23,250 23,950 △23,950 －

計 2,652,609 457,653 3,110,262 △23,950 3,086,312

セグメント利益又はセグメント損
失（△）

78,155 △20,586 57,569 △865 56,704

セグメント資産 8,700,519 445,385 9,145,904 △27,420 9,118,484

その他の項目      

減価償却費 164,596 1,119 165,715 △108 165,607

           （注）１．調整額は以下のとおりである。

（1）セグメント利益又は損失の調整額△865千円は、未実現損益消去によるものである。

（2）セグメント資産の調整額△27,420千円には、未実現損益の消去△1,431千円、投資消去△3,419

千円等が含まれている。

（3）減価償却費の調整額△108千円は、未実現損益に係る減価償却費△108千円である。

　　　           ２.セグメント利益又は損失は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っている。

 

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
財務諸表
計上額
（注）２

 放送事業 機器販売業 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,132,696 283,184 2,415,880 － 2,415,880

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 135 135 △135 －

計 2,132,696 283,319 2,416,015 △135 2,415,880

セグメント損失（△） △250,419 △13,161 △263,580 199 △263,380

セグメント資産 8,852,565 432,407 9,284,973 △54,709 9,230,264

その他の項目      

減価償却費 238,598 923 239,520 △199 239,321

           （注）１．調整額は以下のとおりである。

（1）セグメント損失の調整額199千円は、未実現損益消去によるものである。

（2）セグメント資産の調整額△54,709千円には、貸付金の消去△50,000千円、未実現損益の消去△

1,135千円、投資消去△3,419千円等が含まれている。

（3）減価償却費の調整額△199千円は、未実現損益に係る減価償却費△199千円である。

　　　           ２.セグメント損失は、中間連結財務諸表の営業損失と調整を行っている。
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【関連情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略している。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してい

る。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略している。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本テレビ放送網㈱ 653,833 放送事業

㈱電通 436,179 放送事業

㈱博報堂DYメディアパートナーズ 284,871 放送事業

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略している。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してい

る。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略している。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本テレビ放送網㈱ 642,572 放送事業

㈱電通 306,859 放送事業

㈱博報堂DYメディアパートナーズ 233,293 放送事業

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　該当事項はない。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はない。

 
 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はない。
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（１株当たり情報）

　　　　　１株当たり純資産額は、以下のとおりである。

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当中間連結会計期間
（2020年９月30日）

１株当たり純資産額 1,039,964.88円 1,020,696.68円

（算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（千円） 7,570,669 7,428,330

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 82,922 79,314

（うち非支配株主持分（千円）） (82,922) (79,314)

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額（千円） 7,487,747 7,349,016

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（株）
7,200 7,200

 

　　　　　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前中間連結会計期間

（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失（△） 9,051.91円 △28,940.77円

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する中間純利益

　又は親会社株主に帰属する中間純損失（△）(千円)
65,174 △208,373

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

　又は普通株式に係る親会社に帰属する中間純損失

 （△）（千円）

65,174 △208,373

　普通株式の期中平均株式数（株） 7,200 7,200

　　（注）　前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たりの中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載

　　　　　していない。

　　　　　　当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たりの中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はない。

 

（２）【その他】

　該当事項はない。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2020年３月31日)
当中間会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,899,612 3,095,238

受取手形 45,915 22,797

売掛金 1,315,400 1,048,609

たな卸資産 2,736 2,485

未収入金 18,184 9,393

関係会社短期貸付金 50,000 50,000

その他 116,868 96,523

貸倒引当金 △1,079 △892

流動資産合計 4,447,636 4,324,154

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※１,※２ 606,292 ※１,※２ 586,624

構築物（純額） ※１,※２ 421,539 ※１,※２ 398,520

機械及び装置（純額） ※１,※２ 1,084,160 ※１,※２ 897,807

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品（純額） 72,159 68,783

土地 ※１ 679,403 ※１ 679,403

リース資産（純額） 3,691 2,707

有形固定資産合計 2,867,244 2,633,843

無形固定資産   

ソフトウエア 93,240 81,158

その他 4,854 4,854

無形固定資産合計 98,094 86,012

投資その他の資産   

投資有価証券 1,251,614 1,381,835

関係会社株式 23,419 23,419

従業員に対する長期貸付金 72,553 66,237

関係会社長期貸付金 － 20,000

前払年金費用 191,174 178,393

その他 17,759 17,343

貸倒引当金 △115 △62

投資その他の資産合計 1,556,405 1,687,165

固定資産合計 4,521,742 4,407,020

資産合計 8,969,378 8,731,173
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(2020年３月31日)
当中間会計期間
(2020年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 266,288 257,193

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 120,000 ※１ 120,000

リース債務 2,127 2,127

未払金 62,680 48,698

未払費用 251,452 209,000

未払法人税等 85,407 6,081

賞与引当金 91,040 97,330

その他 36,594 ※３ 82,483

流動負債合計 915,589 822,911

固定負債   

長期借入金 ※１ 420,000 ※１ 360,000

リース債務 1,860 797

繰延税金負債 268,182 310,280

役員退職慰労引当金 43,670 42,613

資産除去債務 23,430 23,688

その他 19,402 20,453

固定負債合計 776,545 757,831

負債合計 1,692,134 1,580,742

純資産の部   

株主資本   

資本金 360,000 360,000

利益剰余金   

利益準備金 90,000 90,000

その他利益剰余金   

別途積立金 3,000,000 3,000,000

繰越利益剰余金 3,240,543 3,009,589

利益剰余金合計 6,330,543 6,099,589

株主資本合計 6,690,543 6,459,589

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 586,702 690,842

評価・換算差額等合計 586,702 690,842

純資産合計 7,277,245 7,150,432

負債純資産合計 8,969,378 8,731,173
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②【中間損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当中間会計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 2,588,561 2,073,239

売上原価 1,118,201 1,102,193

売上総利益 1,470,360 971,046

販売費及び一般管理費 1,397,096 1,213,975

営業利益又は営業損失（△） 73,264 △242,929

営業外収益 ※１ 35,453 ※１ 52,832

営業外費用 ※２ 597 ※２ 1,718

経常利益又は経常損失（△） 108,121 △191,815

特別利益 ※３ 50 ※３ 62,156

特別損失 ※４ 479 ※４ 61,250

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） 107,692 △190,909

法人税、住民税及び事業税 50,466 7,649

法人税等調整額 △14,563 △3,604

法人税等合計 35,903 4,045

中間純利益又は中間純損失（△） 71,789 △194,954
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 360,000 90,000 3,000,000 3,172,265 6,262,265 6,622,265

当中間期変動額       

剰余金の配当    △36,000 △36,000 △36,000

中間純利益    71,789 71,789 71,789

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

      

当中間期変動額合計 － － － 35,789 35,789 35,789

当中間期末残高 360,000 90,000 3,000,000 3,208,054 6,298,054 6,658,054

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 669,773 669,773 7,292,038

当中間期変動額    

剰余金の配当   △36,000

中間純利益   71,789

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

△59,480 △59,480 △59,480

当中間期変動額合計 △59,480 △59,480 △23,691

当中間期末残高 610,293 610,293 7,268,347
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当中間会計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 360,000 90,000 3,000,000 3,240,543 6,330,543 6,690,543

当中間期変動額       

剰余金の配当    △36,000 △36,000 △36,000

中間純損失（△）    △194,954 △194,954 △194,954

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

      

当中間期変動額合計 － － － △230,954 △230,954 △230,954

当中間期末残高 360,000 90,000 3,000,000 3,009,589 6,099,589 6,459,589

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 586,702 586,702 7,277,245

当中間期変動額    

剰余金の配当   △36,000

中間純損失（△）   △194,954

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

104,141 104,141 104,141

当中間期変動額合計 104,141 104,141 △126,813

当中間期末残高 690,842 690,842 7,150,432
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式

総平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均

法により算定）を採用している。

時価のないもの

　総平均法による原価法を採用している。

(2）たな卸資産

商品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してい

る。

貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用している。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　放送事業用資産　定率法を採用している。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用している。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物          　　 ５～50年

機械及び装置       ５～15年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用している。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいている。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

(2）賞与引当金

　従業員及び兼務役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当中間会計期間負担額を計

上している。

(3）退職給付引当金（前払年金費用）

　従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生していると認められる額を計上している。退職給付引当金（前払年金費用）及び退

職給付費用の計算に、退職給付に係る期末要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用している。

なお、当中間会計期間においては、年金資産が期末要支給額を上回っているため、前払年金費用としている。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職により支給する退職金に充てるため、役員退職慰労金支給規定による当中間会計期間末要支給額を

計上している。

４．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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（追加情報）

　前事業年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した、新型コロナウイルス感染症による当社事業への影

響に関する仮定について重要な変更はない。

 

 

 

（中間貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　　　　担保に供している資産は、次のとおりである。

 
前事業年度

（2020年３月31日）
当中間会計期間

（2020年９月30日）

建物 186,573千円 (　　186,573千円) 180,198千円 (　　180,198千円)

構築物 133,018 (　　133,018　　) 125,970 (　　125,970　　)

機械及び装置 930,796 (　　930,796　　) 805,992 (　　805,992　　)

土地 449,416 (　　449,416　　) 449,416 (　　449,416　　)

計 1,699,803 (　1,699,803　　) 1,561,576 (　1,561,576　　)

 

　　　　担保付債務は、次のとおりである。

 
前事業年度

（2020年３月31日）
当中間会計期間

（2020年９月30日）

1年内返済予定の長期借入金 120,000千円 (　　120,000千円) 120,000千円 (　　120,000千円)

 長期借入金 420,000 (　　420,000　　) 360,000 (　　360,000　　)

計 540,000 (　　540,000　　) 480,000 (　　480,000　　)

　　　上記のうち、（　）内書は工場財団抵当並びに当該債務を示している。

 

 

※２　圧縮記帳

　取得価額から控除した圧縮記帳累計額は、それぞれ次のとおりである。

 
前事業年度

（2020年３月31日）
当中間会計期間

（2020年９月30日）

建物 21,589千円 21,589千円

構築物 65,325 84,799

機械及び装置 340,186 381,717

計 427,100 488,104

 

 

※３　消費税等の取扱い

　当中間会計期間において、仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため流動

負債の「その他」に含めて表示している。
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（中間損益計算書関係）

※１ 営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前中間会計期間

（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

当中間会計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

受取配当金 21,329千円 21,570千円

受取賃貸料 8,260 7,050

受取保険金 1,471 806

雇用調整助成金 － 19,260

雑収入 3,409 3,586
 
 

 

※２ 営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前中間会計期間

（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

当中間会計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

支払利息 －千円 1,300千円

賃貸収入原価 597 418

 

 

※３ 特別利益のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前中間会計期間

（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

当中間会計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

補助金収入

ゴルフ会員権売却益

－千円

50

62,156千円

－
 
 

 

※４ 特別損失のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前中間会計期間

（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

当中間会計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

固定資産圧縮損

固定資産除却損

－千円

479

61,004千円

246

 

 

５ 減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

当中間会計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

有形固定資産 159,044千円 226,074千円

無形固定資産 5,029 12,236
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（有価証券関係）

　子会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株式の時価を記載

していない。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上

額）は以下のとおりである。

（単位：千円）

区分 前事業年度（2020年３月31日） 当中間会計期間（2020年９月30日）

子会社株式 23,419 23,419

計 23,419 23,419

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はない。

 

（２）【その他】

　　該当事項はない。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

① 有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第89期）（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）2020年６月29日　四国財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はない。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

   2020年12月23日

  南海放送株式会社   
 

  取締役会　御中  

 
 

 池田公認会計士事務所  

 愛媛県松山市  

 

     

 　　公認会計士   　　池 田　喜 志 髙　　印
  
 

中間監査意見
私は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている南海放送株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結

キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記に

ついて中間監査を行った。

私は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の

作成基準に準拠して、南海放送株式会社及び連結子会社の2020年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
 

中間監査意見の根拠

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中

間監査の基準における私の責任は、「中間連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されてい

る。私は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私は、中間監査の意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て中間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任

がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
 

中間連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体としての中間連結財務諸表の有用な情

報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得て、中間監査報告書において独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、中間連結財務諸表の

利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要

な虚偽表示リスクに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監

査人の判断による。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す

る。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略され、監査人の判断により、

不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手続等を

中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・　中間連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、

中間連結財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合

理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し

て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められる場合は、中間監査報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又

は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に

対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日まで

に入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結

財務諸表の作成基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情

報を表示しているかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分

かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、中間連結財務諸表の中間監査に関する指示、監督及び

実施に関して責任がある。監査人は、単独で中間監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められてい

るその他の事項について報告を行う。
 

利害関係

会社及び連結子会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上

 

　（注）　１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提
出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の中間監査報告書  
 

   2020年12月23日

  南海放送株式会社   
 

  取締役会　御中
 

 
  

 池田公認会計士事務所  

 愛媛県松山市  

 

     

 公認会計士   　 池 田　喜 志 髙　　　印
 
 

 

中間監査意見
私は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている南海放送株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの第90期事業年度の中間会計期

間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行っ

た。

私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、南海放送株式会社の2020年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。
 

中間監査意見の根拠

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中

間監査の基準における私の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。私

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ

の他の倫理上の責任を果たしている。私は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠

を入手したと判断している。
 

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
 

中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体としての中間財務諸表の有用な情報の

表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間

監査報告書において独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不

正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚

偽表示リスクに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人

の判断による。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。な

お、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又

は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした

監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監

査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財

務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合

理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手

した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な

不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して除外事項付

意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が

ある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示している

かどうかを評価する。

　監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められて

いるその他の事項について報告を行う。
 

利害関係

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上

 

 

　（注）　１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提
出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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